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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第１四半期連結
累計期間

第６期
第１四半期連結
累計期間

第５期

会計期間
自平成25年２月１日
至平成25年４月30日

自平成26年２月１日
至平成26年４月30日

自平成25年２月１日
至平成26年１月31日

売上高 （千円） 3,251,351 3,510,276 13,879,714

経常利益 （千円） 573,561 494,336 2,290,580

四半期（当期）純利益 （千円） 326,709 263,638 1,205,800

四半期包括利益又は包括

利益
（千円） 295,773 236,176 1,613,968

純資産額 （千円） 6,168,045 7,426,126 7,494,065

総資産額 （千円） 7,773,022 9,134,688 9,228,208

１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） 17.24 13.87 63.55

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） 16.75 13.65 61.82

自己資本比率 （％） 79.4 81.3 81.2

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第５期において１株につき２株の株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額を算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

（デバッグ・検証事業）

　該当事項はありません。

（ネット看視事業）

　該当事項はありません。

（その他）

　グループ経営の効率化等を図るため、平成26年３月31日付で株式会社第一総合研究所はポールトゥウィン株式会

社に吸収合併されました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による経済、金融政策の効果や個人消費の持ち直し等に

より景気は緩やかな回復基調が続いているものの、消費税率引き上げによる消費減退への懸念や海外景気の下振れ

が、引き続き国内景気を下押しするリスクとなっております。

このような経済状況のもと、当社グループの主要事業であるデバッグ・検証事業の関連市場においては、スマー

トフォンやタブレット端末の普及を背景に、従来のWebブラウザを経由して遊ぶソーシャルゲームに加えて、ネイ

ティブアプリを中心としたモバイルゲーム市場が急成長しております。また、対応コンテンツの高機能化（リッチ

コンテンツ化）やグローバル化もさらに進むと予想され、引き続き市場の拡大が見込まれております。ソーシャル

ゲームやネイティブアプリは、リリース後の頻繁なイベントやアップデートが不可欠であることから、継続的なデ

バッグの重要性が増しております。一方、家庭用ゲーム市場においては、世界各国で発売された据置型の新型次世

代ゲーム機の販売が好調に推移しております。今後は、ゲーム専用機、スマートフォンやタブレット端末、クラウ

ドを利用したゲーム配信等、ゲームプラットフォームの多様化がさらに進み、各プラットフォームに向けた新コン

テンツの投入がグローバルに拡大することが予想されております。

一方、ネット看視事業の関連市場であるインターネットビジネス市場は、スマートフォンやタブレット端末の普

及が進んだことを背景に、ネットショッピングや映像・電子書籍等のＥコマース（電子商取引）が広がりを見せて

おります。Ｅコマース市場においては、出品物チェック、薬事法や景品表示法等に基づく広告審査、権利侵害調査

やエンドユーザーからのお問い合わせ対応等のニーズが拡大しております。また、最近は、子どもたちのインター

ネット利用に関するトラブル抑止のため、各自治体の教育委員会や私立学校において、学校裏サイトの看視や生徒

及びその保護者を対象にしたネットリテラシー教育に力を入れております。

当社グループにおいては、顧客企業の事業多角化や海外展開、業務プロセスの高度化や複雑化に伴い発生する業

務のアウトソーシング事業者として、「人」によるチェック、テスト、看視や審査等のサービスを提供しておりま

す。当第１四半期連結累計期間においては、Ｅコマースに関連した各種業務受注の増加に対応するため、ピットク

ルー株式会社が初めての東北拠点として４月に仙台サポートセンターを開設いたしました。また、ピットクルー・

コアオプス株式会社においても、４月に仙台ＢＣＰセンターを開設したほか、５月に沖縄ＢＣＰセンターを移転・

増床し、人材確保に努め、業務拡大に対応しております。これにより国内拠点は25ヵ所となりました。海外におい

ても、４月にPole To Win America, Inc.がハントバレーのスタジオをボルチモアへ移転、Pole To Win India

Private Limitedも同月に増床しております。当社はグローバル展開加速による海外売上高の拡大を今後の事業戦

略の一つとして掲げていますが、６ヵ国９拠点に拡大した海外拠点と国内のグループ会社との連携をこれまで以上

に強化し、デバッグ、ローカライズ（翻訳）、ネット看視、ユーザーサポート等の「ワンストップ・フルサービ

ス」の提供をグローバルで推進いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は3,510,276千円（前年同期比8.0％増）となりましたが、人件費

増加や拠点新設等により営業利益は495,327千円（同2.5％減）、為替差益の減少等により経常利益は494,336千円

（同13.8％減）、当期純利益は263,638千円（同19.3％減）となりました。

 

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

①　デバッグ・検証事業

当事業におきましては、スマートフォンの普及により、従来のWebブラウザを経由して遊ぶソーシャルゲーム

に加えて、ユーザーが直接端末にダウンロードをして遊ぶネイティブアプリが急速に増加しております。ネイ

ティブアプリは携帯型ゲーム機（ゲーム専用機）並に高画質でゲーム内容も複雑になっており、１タイトル当た

りのデバッグ規模拡大やタイトル数の増加とも相まって、モバイルコンテンツ向けデバッグ業務の受注が堅調に

推移いたしました。家庭用ゲームソフトのデバッグでは、ニンテンドー３ＤＳやプレイステーション３用タイト

ルを中心に受注しつつ、プレイステーション４用タイトルの受注も徐々に増加しております。アミューズメント

機器（パチンコ・パチスロ）向けデバッグについては、開発メーカー各社がエンドユーザーに支持されるよう演
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出性を高めた新機種の開発意欲が引き続き旺盛であり、安定して受注が推移しております。また、当第１四半期

連結累計期間においては、海外売上高が当事業の20％を超え、海外デバッグ事業の伸長が当事業の業績に寄与し

ております。アメリカと欧州で経験豊富な営業責任者を新たに採用する等、営業力強化に努めており、また、日

系モバイルゲームメーカーのグローバル展開に伴う多言語ユーザーサポートの商談、受注が増加しております。

この結果、デバッグ・検証事業の売上高は2,658,853千円（前年同期比6.0％増）、営業利益は480,896千円（同

3.5％増）となりました。

 

②　ネット看視事業

当事業におきましては、ネット企業各社がＥコマース市場における事業展開を活発化させていることから、

ネットショッピングサイトやネットオークションサイトにおける出品物チェック業務、薬事法や景品表示法等に

基づく広告審査業務、代金や商品到着等に関するエンドユーザーからのお問い合わせ対応業務等の需要が増加し

ており、Ｅコマースに関連する各種サポート業務の受注が増加いたしました。また、保険会社の代理店Webサイ

トが各種法令、社内ルールに照らし合わせて適切に運営されているかのチェック業務も増加しております。各自

治体の教育委員会や私立学校から委託を受けた学校裏サイトの調査業務（スクールネットパトロール）は、今年

度も新規自治体を含めて提案型入札案件の受注が順調に推移し、当第１四半期連結累計期間においては20の自治

体から調査を受注しており、私立学校の調査も実施しております。積極的な企画提案営業を推進するとともに、

当社グループ会社間の連携を深め、顧客企業から複数の業務案件を複合的に受注できるようになりました。この

結果、ネット看視事業の売上高は830,902千円（前年同期比13.9％増）となりましたが、積極的な拠点開設や移

転増床、拠点間の業務移管を行うための人材トレーニング等を行い、営業利益は42,180千円（同14.1％減）とな

りました。

 

③　その他

　当事業におきましては、Palabra株式会社において、今後の映像バリアフリー化時代を見据え、バリアフリー

字幕制作者養成カリキュラムを開設するとともに、テレビ番組や映像の制作会社よりバリアフリー字幕の制作を

受託しております。また、IMAid株式会社では、医療人材紹介サービスを提供しております。当事業の売上高は

20,520千円（前年同期比48.0％増）、営業損失は20,597千円（前年同期は25,809千円の損失）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

 

①　基本方針の内容の概要

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、当社に対して大規模買付提案

（買収提案）が行われた場合に、当該大規模買付提案を受け入れるか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に

委ねられるべきものであると考えます。

　しかし、株式の大規模買付提案の中には、その目的等から見て、当社が蓄積してきました多くのノウハウ・知

識・経験について理解のないもの、ステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができない可能性がある

もの、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるもの、株主の皆様に株式の売却を

事実上強制するおそれのあるもの、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、或いは株主の

皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないもの等、当社の企業価値・株主共同の利益

に資さないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

 

②　基本方針の実現に資する特別な取組みの概要

　ａ　企業価値向上への取組み

　当社グループは、ソフトウェア・ハードウェアの品質向上をサポートするために不具合の検出を行うデバッ

グ・検証事業、インターネットの健全な成長をサポートするために種々のコンテンツに含まれる違法有害情報

の検出や不正利用の検出を行うネット看視事業を主要な事業としております。

　当社グループは、顧客の業務プロセスのＩＴ化、システム化が進む中、最終的に「人」によるチェック、テ

スト、看視や審査が必要な事業領域に対してサービスを提供しており、現在においては、ゲーム業界及びイン

ターネット業界を主たる事業領域としております。
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　また、当社グループは、日本初の「デバッグ・検証」と「ネット看視」の専業事業者としての実績と顧客基

盤を有し、ゲームソフト開発企業、アミューズメント機器開発企業、ネット関連企業を中心に、製品・サービ

スの開発過程、製品の発売・サービス開始後の運用過程において、サービスの提供を行っております。

　当社グループは、「世の中がどれだけシステム化が進んでも、最終的に人が行わなければならない確認・

チェックがある」という企業使命を実現するために、ソフト・ハードのデバッグ・検証、ネット看視を事業化

いたしました。当社グループといたしましては、デバッグ・検証サービス及びネット看視サービスの先駆者と

して、事業の拡大に積極的に取り組むとともに、経営管理体制を充実させることを課題と認識し、経営活動に

取り組んでおります。

 

　ｂ　コーポレート・ガバナンスについて

　当社は持株会社形態であることを踏まえたグループ経営を行う必要性を自覚した上で、当社グループの事業

展開に適したコーポレート・ガバナンスを実現するため、株主、取引先、従業員及び地域社会等のステークホ

ルダーとの信頼関係を構築し、企業活動を通じ社会貢献を果たしながら企業価値を長期的に向上させていくこ

とが重要であると考えております。当社では、このような観点からコーポレート・ガバナンスについての重点

課題として、法令及び関連法規の遵守を柱とした企業経営の実現、経営の適正性、健全性、透明性の向上、適

時適切な情報開示体制の構築を意識しており、これらの重点課題を中心に体制整備を行っております。

　当社は、会社法に基づき、取締役会、監査役会、会計監査人を設置するとともに、内部監査室を設置してお

ります。また、顧問契約を締結している弁護士よりコーポレート・ガバナンス体制に関して、適宜助言を受け

ております。

 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みの概要

　当社は、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として、当社株式等の大規模買付行為に関す

る対応策（以下、「本プラン」といいます）を導入しております。

　本プランの概要は、当社の株式等の20％以上を取得しようとする大規模買付者に対して、大規模買付行為に関

する必要な情報の事前の提供を求める等、上記の目的を実現するために必要な手続きを定めております。

　大規模買付者は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、当社取締役会又は当社株主総会において対

抗措置の発動又は不発動の決議がなされるまでは大規模買付行為を開始できないものとしております。

　大規模買付者が本プランに規定する手続きを遵守しない場合や、遵守した場合であっても当該大規模買付行為

が当社の企業価値・株主共同利益を著しく損なうものであると認められ、かつ、対抗措置の発動が相当と判断さ

れる時には、当社は、新株予約権の無償割当ての方法により新株予約権の割当てを行います。その際、当社は、

大規模買付者等の非適格者以外の者が有する当該新株予約権を取得し、これと引替えに当該新株予約権１個につ

き対象株式数の当社普通株式を交付することができるものとしております。

　当社は、本プランに基づく大規模買付けへの対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排除し、

取締役会の判断及び対応の客観性、合理性を確保することを目的として、当社の業務執行を行う経営陣から独立

した社外取締役、社外監査役、社外有識者等から構成される独立委員会を設置しております。

　なお、本プランの導入の件は、平成26年４月24日開催の第５回定時株主総会において承認されております。

 

④　上記②の取組みについての取締役会の判断

　当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として、上記②の取組みを実施して

おります。本取組みは、上記①の基本方針に沿うものであり、また、株主共同の利益を損なうものではなく、取

締役の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 

⑤　上記③の取組みについての取締役会の判断

　本プランは、当社株式等に対する大規模買付行為がなされる際に、当該大規模買付けに応ずるべきか否かを株

主の皆様がご判断し、或いは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様の

ために大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、

向上させるという目的をもって導入するものであります。

　本プランは、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の

場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があるこ

とを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社

株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

　また、本プランでは、対抗措置の発動にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除し、取締役会の判断及び

対応の客観性、合理性を確保するための機関として独立委員会を設置し、発動の是非について当社取締役会への

勧告を行う仕組みとしております。

　以上より、上記③の取組みは、上記①の基本方針に沿うものであり、また、株主共同の利益を損なうものでは

なく、取締役の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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(3) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年６月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,007,200 19,039,200
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株

であります。完全議

決権株式であり、権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であり

ます。

計 19,007,200 19,039,200 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成26年６月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年２月１日～

平成26年４月30日
－ 19,007,200 － 1,233,497 － 1,195,997

　（注）平成26年５月１日から平成26年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式数が32,000株、資本

金及び資本準備金がそれぞれ2,512千円増加しております。

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成26年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式19,005,600 190,056 －

単元未満株式 普通株式　　 1,600 － －

発行済株式総数 19,007,200 － －

総株主の議決権 － 190,056 －

 

②【自己株式等】

　　該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年２月１日から平

成26年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年２月１日から平成26年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,959,929 4,569,337

受取手形及び売掛金 1,698,083 1,918,455

繰延税金資産 76,413 76,239

その他 301,956 323,935

貸倒引当金 △26 △4,061

流動資産合計 7,036,356 6,883,905

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 239,429 245,744

減価償却累計額 △82,729 △91,160

建物及び構築物（純額） 156,699 154,583

機械装置及び運搬具 2,785 2,740

減価償却累計額 △2,591 △2,645

機械装置及び運搬具（純額） 194 94

工具、器具及び備品 497,030 510,772

減価償却累計額 △358,416 △367,526

工具、器具及び備品（純額） 138,614 143,246

有形固定資産合計 295,508 297,925

無形固定資産   

のれん 1,425,132 1,369,827

ソフトウエア 28,861 26,141

その他 2,014 1,789

無形固定資産合計 1,456,008 1,397,759

投資その他の資産   

投資有価証券 50,808 151,670

敷金及び保証金 314,833 326,733

繰延税金資産 68,314 70,840

その他 16,843 17,481

貸倒引当金 △10,465 △11,628

投資その他の資産合計 440,333 555,098

固定資産合計 2,191,851 2,250,782

資産合計 9,228,208 9,134,688
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年４月30日)

負債の部   

流動負債   

未払金 865,136 890,023

未払費用 44,680 61,492

未払法人税等 527,893 253,669

賞与引当金 11,516 64,608

その他 231,100 380,714

流動負債合計 1,680,326 1,650,508

固定負債   

退職給付引当金 44,809 49,045

繰延税金負債 7,180 7,079

その他 1,826 1,928

固定負債合計 53,815 58,053

負債合計 1,734,142 1,708,561

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,233,497 1,233,497

資本剰余金 1,279,952 1,279,952

利益剰余金 4,579,330 4,538,853

株主資本合計 7,092,780 7,052,303

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,501 12,044

為替換算調整勘定 389,783 361,779

その他の包括利益累計額合計 401,285 373,823

純資産合計 7,494,065 7,426,126

負債純資産合計 9,228,208 9,134,688
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年２月１日
　至　平成25年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年４月30日)

売上高 3,251,351 3,510,276

売上原価 2,117,304 2,330,307

売上総利益 1,134,046 1,179,968

販売費及び一般管理費 626,171 684,641

営業利益 507,874 495,327

営業外収益   

受取利息 270 648

為替差益 61,425 －

助成金収入 － 665

消費税等調整額 340 －

保険解約返戻金 － 205

受取手数料 206 979

その他 3,444 1,186

営業外収益合計 65,687 3,686

営業外費用   

為替差損 － 4,656

消費税等調整額 － 7

その他 － 13

営業外費用合計 － 4,677

経常利益 573,561 494,336

特別利益   

固定資産受贈益 － 4,543

特別利益合計 － 4,543

特別損失   

固定資産除却損 － 224

特別損失合計 － 224

税金等調整前四半期純利益 573,561 498,654

法人税等 246,852 235,016

少数株主損益調整前四半期純利益 326,709 263,638

四半期純利益 326,709 263,638
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年２月１日
　至　平成25年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年２月１日
　至　平成26年４月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 326,709 263,638

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,652 542

為替換算調整勘定 △33,588 △28,004

その他の包括利益合計 △30,935 △27,461

四半期包括利益 295,773 236,176

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 295,773 236,176
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用範囲の変更）

　　　（連結の範囲の重要な変更）

　当第1四半期連結会計期間において、株式会社第一総合研究所は、連結子会社であるポールトゥウィン株式会

社との吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

　　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　当社及び一部の連結子会社の税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年２月１日
至 平成25年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年２月１日
至 平成26年４月30日）

減価償却費 27,444千円 33,625千円

のれんの償却額 44,660千円 40,289千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年２月１日　至　平成25年４月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月25日

定時株主総会
普通株式 284,208千円 30円 平成25年１月31日 平成25年４月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年２月１日　至　平成26年４月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月24日

定時株主総会
普通株式 304,115千円 16円 平成26年１月31日 平成26年４月25日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年２月１日　至　平成25年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
デバッグ・
検証事業

ネット看視
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,507,790 729,693 3,237,484 13,866 3,251,351 － 3,251,351

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 600 600 2,880 3,480 △3,480 －

計 2,507,790 730,293 3,238,084 16,746 3,254,831 △3,480 3,251,351

セグメント利益

又は損失（△）
464,414 49,094 513,508 △25,809 487,698 20,175 507,874

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に市場調査及び

出版・メディア事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額20,175千円には、セグメント間取引消去113,305千円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△93,129千円が含まれております。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年２月１日　至　平成26年４月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
デバッグ・
検証事業

ネット看視
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,658,853 830,902 3,489,756 20,520 3,510,276 － 3,510,276

セグメント間の内部売上高

又は振替高
5,061 5,241 10,303 － 10,303 △10,303 －

計 2,663,914 836,144 3,500,059 20,520 3,520,579 △10,303 3,510,276

セグメント利益

又は損失（△）
480,896 42,180 523,076 △20,597 502,478 △7,150 495,327

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に出版・メディ

ア事業等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△7,150千円には、セグメント間取引消去103,734千円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△110,884千円が含まれております。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年２月１日
至　平成25年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年２月１日
至　平成26年４月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 17円24銭 13円87銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 326,709 263,638

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 326,709 263,638

普通株式の期中平均株式数（株） 18,953,470 19,007,200

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円75銭 13円65銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 549,966 309,198

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）当社は、平成26年１月９日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成26年６月12日

ポールトゥウィン・ピットクルーホールディングス株式会社

　　取　　締　　役　　会　　　　御　　中
 

 

 

新日本有限責任監査法人

    

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 戸　田　　　彰 印

    

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 林　　　一　樹 印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているポールトゥウィ

ン・ピットクルーホールディングス株式会社の平成26年２月１日から平成27年１月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結会計期間（平成26年２月１日から平成26年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年２月１日から平成

26年４月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ポールトゥウィン・ピットクルーホールディングス株式会社及び連結

子会社の平成26年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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